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気象庁における緊急地震速報関連の最近の技術的動向とビジョン
The recent movement and the future plans of the JMA EEW
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1 気象庁
1JMA

気象庁における緊急地震速報の精度向上、情報発表の迅速化に向けた取り組みについては、これまでも報告している
ところであるが (詳細は気象庁 HP審議会・検討会等のページ参照)、最近の動向について報告するとともに、今後の予定
について述べたい。
　気象庁は、平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震に対して、緊急地震速報（警報）を、最初の地震波の検知か

ら 8.6秒後に発表した。緊急地震速報（警報）を発表した全ての地域に対して主要動の到達前に発表した。しかし、この
時点で推定したＭは 7.2であったため、震度予測が過小となった。緊急地震速報は、第 15報（最終報）まで発表し、第
14報以降において M8.1を推定、最大震度６弱を予測、東北地方から関東地方や北陸地方の広い範囲に震度４以上を予
測した。しかし、緊急地震速報 (警報)の発表・更新は、地震波検知から 60秒後までとして運用しているため、更新報を
発表することはなく、例えば関東地方を対象とする緊急地震速報 (警報)の発表をしていない。また、現在の緊急地震速
報では、揺れの振幅予測式の距離減衰補正に用いる断層までの最短距離として、震源を中心とした推定Ｍに応じた半径
の球面上からの距離を採用している。これが一因となって、この巨大地震の断層面の広がりを正しく評価できず、適切
な震度予測ができなかった。さらに、この地震の発生後、全国の地震活動が活発化し、時空間的に近接して複数の地震
が発生した場合などに適切な緊急地震速報が発表できない事例が多数あった。
　また、平成 25年 8月 8日 16時 56分頃、和歌山県北部を震源とするＭ 2.3の地震に際し、近畿地方を中心に関東か

ら九州までの 34都府県を対象とする緊急地震速報（警報）を発表したが、震度 1以上は観測されなかった。過大な緊急
地震速報を発表した原因は、和歌山県北部の地震により震源近傍で地震波を検知したのとほぼ同じタイミングで、震源か
ら離れた東南海海底地震計で大きな振幅を観測したとのデータ（システムの不具合による誤ったもの）が得られ、これら
を同一の地震によるものとして処理した結果、M7.8の地震が発生したと推定したためであった。この事態を受けて気象
庁では、原因となった海底地震計システムの緊急地震速報への利用を約 2ヵ月間停止し、ハードウェア・ソフトウェアの
改修を行い、慎重に動作確認を行ったのち緊急地震速報への利用を再開した。しかし、全ての機器故障を想定したシステ
ムを構築することは困難であり、このケースの次善策は同一の地震と誤って判断しないようにすることだと考えられる。
　これらに対処するため、気象庁では、➀震源断層の広がりの過小評価（M の飽和）による震度の過小予測の克服と、

➁ほぼ同時に発生する地震を適切に分離できないことによる不適切な情報発表対策を主要課題としてとらえ、これまでも
対策を講じてきており報告しているところであるが、処理システムの更新を機に緊急地震速報処理のより一層の高度化
を予定している。具体的には、➁の対策として、従来型の震源要素に基づく予測の高度化として溜渕・他 (2013, 2014)に
よるパーティクルフィルタを用いた手法であり、➀と➁の対策として、実時間震度モニタ型予測と従来型の震源要素に基
づく予測のハイブリッド化 (小寺・他, 2014)である。前者は、尤度関数として、各観測点における地震波検知時刻だけで
なく、最大振幅、B-Δ法、主成分分析法の処理結果、未着情報を用いており、従来の緊急地震速報処理の迅速性と同時
多発地震識別におけるロバスト性の両方を兼ね備えた震源推定手法である。後者の実時間震度モニタ型予測は、Hoshiba
(2013)の簡易版で、観測された大きな震度をもたらした波動場は四方八方に伝播すると仮定し、予測対象観測点周辺半
径 Xkm以内の観測点における最大観測震度を予測震度とするものであり、これを従来型の震源要素に基づく手法とハイ
ブリッド化する手法である。
　また、気象庁では、平成 25年３月から長周期地震動に関する観測情報の発表を、気象庁 HPを通じて試行的に開始

した (相澤・他,2014)。現在、長周期地震動版の緊急地震速報である予測情報の発表について技術的検討を行っていると
ころであり、現行の緊急地震速報と同様の距離減衰式を用いた手法をひとつの候補に考え、評価を行っている (小上・他,
2014)。予測情報の発表については、２～３年後程度を目途に試行的運用を開始したいと考えている (詳細は気象庁 HP審
議会・検討会等のページ参照)。
引用文献：相澤・他, 2014,本大会予稿集. Hoshiba, 2013, DOI: 10.1002/jgrb.50119.小寺・他, 2014,本大会予稿集.小上・

他, 2014,本大会予稿集.溜渕・他, 2013,地震学会予稿集秋季大会.溜渕・他, 2014,地震２投稿中.

キーワード: 緊急地震速報,長周期地震動,気象庁,震度,長周期地震動階級,震源決定
Keywords: EEW, long-period ground motion, JMA, seismic intensity, intensity scale on long-period ground motion, hypocenter
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SSS28-02 会場:312 時間:5月 2日 10:15-10:30

実時間地震動予測を併用した緊急地震速報
Earthquake Early Warning system combined with real-time ground motion prediction
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NAKAMURA, Masaki1

1 気象庁地震火山部, 2 気象庁気象研究所
1Seismology and Volcanology Department, Japan Meteorological Agency,2Meteorological Research Institute

簡易版実時間地震動予測法と現行の緊急地震速報とを併用した緊急地震速報（ハイブリッド法）の紹介を行う．また，
過去に予測震度が過小評価や過大評価であった事例に対してハイブリッド法を適用した結果を報告する．
現行の緊急地震速報（従来法）は，観測された地震波をもとに震源要素を求めることで予測震度を計算している．初期

段階で正確に震源要素を推定できれば，迅速に全国の予測震度が得られ，多くの地区で猶予時間を稼げる．一方で，誤っ
た震源要素を推定した場合は，予測震度を極端に過小評価したり過大評価したりするという欠点がある．
震源要素を介さず揺れの予測を行う手法として，Hoshiba (2013)は実時間地震動予測法を提案している．実時間地震動

予測法は，変位に関する境界積分方程式により，波動場から波動場を直接予測する手法である．この手法では実際の揺
れの情報をそのまま用いるため，実測により近い値を確実に予測できると期待される．実時間地震動予測法で震度予測
を行う場合，以下のアルゴリズムで簡易的に計算できる（簡易版実時間地震動予測法）．

(1)予測対象点から距離 R以内にあるリアルタイム震度（功刀・他，2013）の観測値を集める．
(2)集めたリアルタイム震度の最大値を，予測対象点の予測震度とする．
このアルゴリズムでは，大きな震度をもたらす波動場が，距離 Rだけ減衰せずに四方八方に伝播すると仮定して震度

予測を行っている．簡易版実時間地震動予測法では，距離 R以内にある波動場の情報しか用いないため，迅速性の面で
はある程度劣ることが想定される．
従来法と簡易版実時間地震動予測法は，迅速性と確実性においてそれぞれ相補的な特徴を持っている．従って両手法

をうまく組み合わせることで，迅速かつ確実な予測手法（ハイブリッド法）が得られると期待される．そこで以下の処
理で，ハイブリッド法を実行する．

(1)通常時は，従来法と簡易版実時間地震動予測法の両予測値の最大値をとる．
(2)両予測値に整合性が無いときは，従来法が正しくないとして従来法の予測値を棄却する．
入力を気象庁観測点のリアルタイム震度，出力を全国の震度観測点の予測震度，距離 Rを 30kmとして，過去事例に

対してハイブリッド法を適用した．東北地方太平洋沖地震に対しては，従来法では関東地方の震度階級を 2階級以上過
小評価したが，ハイブリッド法では概ね± 1階級までのずれで震度階級を予測した．最大震度 5弱の予測時刻は従来法
と同じであったが，最大震度 6弱の予測時刻は従来法よりハイブリッド法が 37秒早かった．2011年 4月 3日に発生し
た同時多発地震に対しては，ハイブリッド法による従来法の品質管理を利用することで，予測震度の過大評価を回避で
きることが分かった．2013年 2月 25日に発生した栃木県北部の地震に対しては，従来法は概ね正しい震源を求めてい
たのにもかかわらず，1, 2階級の過大評価をした．そのため，ハイブリッド法も従来法の過大評価に引きずられ，1, 2階
級の過大評価となった．

参考文献：
Hoshiba, M. (2013),J. Geophys. Res. Solid Earth,118,1038-1050.
功刀卓・青井真・中村洋光・鈴木亘・森川信之・藤原広行（2013），地震 2，65，223-230．

キーワード: 緊急地震速報,気象庁,震度
Keywords: Earthquake Early Warning, Japan Meteorological Agency, seismic intensity
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SSS28-03 会場:312 時間:5月 2日 10:30-10:45

高精度・高速の緊急地震速報を目指して - Hi-net地震計の気象庁地震計への統合処
理 -
Achievement of Faster and More Accurate Earthquake Early Warning System - Combin-
ing JMA and Hi-net data -

山田真澄 1∗ ;溜渕功史 2

YAMADA, Masumi1∗ ; TAMARIBUCHI, Koji 2

1 京都大学防災研究所, 2 気象庁地震火山部
1DPRI Kyoto University,2JMA

Earthquake Early Warning systems (EEWS) are designed to quickly determine locations and magnitudes of earthquakes and
then provide predictive warnings about the arrival time and amplitude of the strong shaking. Current JMA EEWS uses data from
two seismic networks: JMA accelerometer network and NIED high sensitive seismometer network (Hi-net). Currently, these two
datasets are processed in the different scheme and the results are merged to issue a warning. Combining these two datasets and
processing in the same framework should improve the accuracy and speed of the warning.

In this study, we tried to develop a method to use these two dataset in the same framework. A major barrier to do this is that the
instrument responses are different in these networks. Hi-net seismometers are velocity-type sensor with the corner frequency of
1Hz, which means that the response of long-period components underestimates ground motions. It also saturates for very large
ground motions. We need a special care to use this Hi-net data in the same framework.

We applied time-domain recursive filters to correct instrumental response of Hi-net sensors and adjust them to the response of
mechanical seismometers. We successfully developed a method to produce records with the same response to the JMA acceler-
ation data. We evaluated the saturation of the Hi-net data with the data in 2 month after the Tohoku earthquake, and found the
effect of saturation was minor. Therefore, we can use Hi-net data and JMA acceleration data in the same scheme theoretically.
Speed of the warning improved by 3 seconds in the average for the inland earthquake by combining these two networks.

Keywords: earthquake early warning, Hi-net, saturation, instrument response
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SSS28-04 会場:312 時間:5月 2日 11:00-11:15

人間以上に高精度の地震波自動読み取りシステムの開発（その 6）
Automatic arrival time picking compared to manual picking (6)
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噴火予知研究観測センター, 5 東京大学地震研究所, 6 独立行政法人　海洋研究開発機構
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of Earthquake Prediction,4Research Center for Prediction of Earthquake and Volcanic Eruptions,5Earthquake Research Institute,
The University of Tokyo,6Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology

１．はじめに　海底地震計の整備や，安価な地震観測装置の開発に伴い，Ｐ波，Ｓ波到着時刻の読み取り量が増え，オ
ペレータによる読み取りは，限界を超えつつある．我々は，到着時刻読み取りのための評価関数を定義し,地震の専門家
のノウハウを組み込んだＰ波，Ｓ波自動読み取りシステムを開発した.また,Ｐ波,Ｓ波到着時刻に対応する時刻で,振幅
が大きくなる疑似波形を作成し,センブランス解析法を応用した震源決定手法を開発することにより,複数の地震が同時
発生する場合にも対応できることを示した.本システムは日本の全リアルタイム地震観測データやローカル観測網を用い
た震源決定に利用されるようになりつつある．また，臨時地震観測データを用いた自動震源決定にも適用されている.本
発表では，Ｓ波読み取りの高精度化のための開発を行ったので報告する．
２．自動処理システムの改良　Ｓ波到着時刻の読み取りが,オペレータに比べ系統的に遅いことが示された（中山他,2013）.

調べた結果,rotation成分を用いる限り,系統的遅れを解消することができなかった.そこで,ＮＳ成分と,ＥＷ成分のそれぞ
れの絶対値の和を用いるようにした.
一般に,Ｓ波が到来すると,卓越周波数が低くなることが知られている.そこで,速度と加速度の振幅比を用いて,卓越周

波数の時間変化を求めるようにした.水平動成分について,次式のように,差分と,２回差分,
　 V(t)=u(t)-u(t-Δｔ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 A(t)=u(t)-2u(t-Δｔ)+u(t+2Δｔ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
を計算し,その絶対値の 0.1秒移動平均を求め,両者の比に定数を掛けることにより,卓越周波数の移動平均を求めるよ

うにした.ここに,U(t)は観測波形,Δｔは 0.02秒とした.この計算方法は,緊急地震速報でマグニチュードの決定に使われ
ているτ cの計算方法に類似している.式 (1),(2)は,差分と２階差分であるため,長周期成分の振幅は小さくなり,ＳＴＳ
等の長周期地震計によるデータでも,脈動の影響を取り除いた卓越周波数の時間変化が計算できる.Ｐ波,Ｓ波到着時刻読
み取りでは,評価関数に,上記から計算される卓越周波数の時間変化を組み込むようにした.この他,波形の自己相関,振動
継続時間,コーダ波振幅の減衰特性等のパラメータを抽出し,地震とノイズとの識別機能を強化した.
３.結果　
１）卓越周波数が顕著に小さくなる時刻と,Ｓ波到来時が対応しており,卓越周波数の時間変化の指標が,Ｓ波読み取り

精度向上に有効であることが示された.Ｐ波到来時にも,卓越周波数は小さくなる場合が多いが,逆に大きくなる場合もあ
る.
２）日本全体の 2011年 9月 3日の連続波形データを用いて,自動処理による解析結果と一元化震源によるそれとを比

較した．気象庁一元化震源による震源決定個数はそれぞれ 588個,自動震源決定によるそれは 1523個で,自動震源決定で
きた地震数は,一元化の 2.6倍であった.P波,Ｓ波読み取り数は,それぞれ,35366, 30164で,これは,一元化の 2.1倍,1.6倍
であった.
３）オペレータによる読み取りと,自動処理によるそれとの時間差の絶対値の平均値は,それぞれ,0.06秒,0.13秒である.

この値は,人間と人間との読み取り値の差に近い.
４）到着時刻の読み取りが正しければ,近傍に位置する２観測点の,Ｐ波,Ｓ波到着時刻から計算される発震時刻の差は,

地下構造の違いの影響を受けにくく,値がほぼ一致するはずである.そこで,観測点間距離が 30km以内のすべての観測点
の組み合わせについて,Ｐ波,Ｓ波到着時刻から計算される発震時刻の差を調べた.自動処理の場合の平均的発震時のズレ
は,0.27秒,一元化のそれは 0.26秒であった.
これらの比較から,人間に近い,あるいは,それ以上に高精度の自動読み取りシステムが完成されつつあると結論される.
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SSS28-04 会場:312 時間:5月 2日 11:00-11:15

キーワード: 震源決定,Ｐ波、Ｓ波自動読み取り,評価関数,センブランス,卓越周波数,人間と同等
Keywords: Hypocenter location, Automatic P and S wave picking, Evaluation equation, Senblance, Predominant frequency,
compatible to manual picking
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SSS28-05 会場:312 時間:5月 2日 11:15-11:30

相対サイト増幅率の広域評価とリアルタイムサイト補正への適用
Real-time site correction based on evaluating relative responses to common reference
station for wide area network

青木重樹 1∗ ;干場充之 1

AOKI, Shigeki1∗ ; HOSHIBA, Mitsuyuki1

1 気象庁気象研究所
1MRI, JMA

Hoshiba (2013a, JGR)は震源やMの推定を介さずに，波動場のモニタリングを用いて地震動を予測する手法を提案して
いる．その手法で用いるサイト補正はリアルタイム処理が可能であることが求められる．青木・干場（2013,地震学会）
は，Hoshiba(2013b, BSSA)が開発したリアルタイム処理が可能で，相対サイト増幅率と振幅特性が一致する漸化式デジ
タルフィルタを用いて，隣り合う２観測点間でのサイト特性の置き換えに基づく，震央距離 100km以上の地震（遠方地
震）に対する震度予測実験を行った．その結果，２観測点間の平均震度差を用いた周波数依存しないスカラー量による
補正よりも，周波数依存する相対増幅率を用いた方が，より適切に予測を行うことを示した．
本研究では，青木・干場（2013）の手法により，近接２観測点で同時に観測された複数の遠方地震記録のスペクトル比

の平均から，距離減衰や震源の効果を仮定せずに，2観測点間の相対増幅率を推定した後，これを広域にわたって近接 2
観測点ネットワークで連結して最小自乗法で解く（池浦・加藤，2011，地震工学会論文集）ことにより,遠隔観測点も含
めて全ての観測点に対して共通の基準観測点をもつ相対増幅率を評価した．ここでは，気象庁震度観測点，防災科学技術
研究所の強震観測点（K-NET, KiK-net（地中点も含む））のうち観測点間隔 25km以内のもので観測点ペアを作成し，こ
れらをネットワークで連結することにより，ほぼ本州全域と四国地方をカバーした相対増幅率を評価することができた．
次に，Hoshiba(2013b)の手法により，これらの共通の基準点（本論では気象庁の千代田区大手町観測点を基準点とし

た）に対する相対サイト増幅率と振幅特性が一致する漸化式フィルタを作成し，2011年東北地方太平洋沖地震や 2004年
新潟県中越地震の各加速度時刻歴に適用した．これらの補正された記録は，全ての観測点が基準点と同様のサイト増幅
特性となった場合の模擬的な加速度時刻歴とみなすことができる．補正前と補正後の記録から震度分布を作成し比較す
ると，補正前の地上点震度分布に見られる短波長の空間的な不均質は補正後には解消され，震央からの距離とともに滑
らかに震度が減衰する傾向が見られた．また，KiK-netの地中点震度については，補正前は地上点と比較して全体的に震
度が小さくなるが，補正後は震度が増大し，その分布は地上点の補正後の震度分布とほぼ一致する傾向があった．これ
らは，本研究で用いたリアルタイムサイト補正手法が，適切にサイト補正を行っていることを示すものである．
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Prediction of the ground motion
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SSS28-06 会場:312 時間:5月 2日 11:30-11:45

実時間地震動予測　―データ同化手法の実データへの適用と予測―
Real-time prediction of earthquake ground motion -application of data assimilation and
its application to actual data-

干場充之 1∗ ;青木重樹 1

HOSHIBA, Mitsuyuki1∗ ; AOKI, Shigeki1

1 気象研究所
1Meteorological Res. Inst., JMA

緊急地震速報における迅速化と震度予測の精度を高めることを目指して，新しい処理手法を考察している．これまで，
データ同化手法を用いて波動場の実況値を推定し，そこから波動伝播の物理に則り予測することを考察してきた．今回
は，東北地方太平洋沖地震（2011年）や中越地震（2004年）などの実データを用いた適用例について紹介する．
　提案している手法では，波動場の空間分布の実況値を推定することが鍵となる．そこで，漸化式デジタルフィルタ

を用いてサイト増幅特性を補正し（青木・干場, 2014，本大会），さらに，功刀・他 (2008)による震度演算のためのバン
ドパスフィルタに通し，その３成分合成値のエンベロープを求める．このエンベロープの値から，データ同化手法を用
いて地震動強度と伝播方向の詳細な空間分布を求める．
　この地震動強度と伝播方向を初期値として，波動伝播の物理に則り未来を予測する．波動伝播の物理として，今回

は，輻射伝達理論を用いた．輻射伝達理論は，波形の山谷を無視しエンベロープを考え，波動の伝播をエネルギーの伝
播で置き換えて考察するもので，高周波近似の一種である．これまでにも，高周波地震波のコーダ部分の形状を考察す
る際に広く用いられている．今回の発表では，10秒後と 20秒後の予測の例を紹介する．
　東北地方太平洋沖地震の例では，複数の SMGAから次々と地震動が広がっていく様子が再現され，また，その分布

にも方位依存性があることが分かる．震源時からかなり遅れて，福島県沖の SMGAで強震動が発生し，関東地方を伝播
し，さらに，甲府付近から名古屋付近に進んでいく様子が見える．これに応じて，10秒後や 20秒後の予測も，この方位
分布を反映したものとなっている．従来の震源要素（震源位置とマグニチュードなど）を推定しそれらの情報から地震
動を予測する方法では，遅れて発生する強震動に対処することは難しく，また，方位分布を精度よく予測することは困
難だったが，この方法では，これらの課題を克服している．
　中越地震の例では，次々と余震が発生し，地震動が伝播していく様子が見える．特に震源域付近では，揺れが収まる

前に次々と新たな地震動が伝播してきている．予測も，この次々と発生する余震による地震動分布を推定している．従
来の震源要素を推定する方法では，このように連発する地震に対処することは難しかったが，この方法では，活発な余
震活動を伴う場合でも予測を行うことが可能である．
　この様に，提案している方法では，従来の方法では困難だった場合にも対処でき，緊急地震速報における迅速化と

震度予測の精度向上に資するものと期待できる．

キーワード: 緊急地震速報,データ同化,地震動即時予測,輻射伝達理論,東北地方太平洋沖地震
Keywords: Earthquake Early Warning, Data assimilation, Prediction of ground motion, Radiative transfer theory, 2011 Tohoku
earthquake
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SSS28-07 会場:312 時間:5月 2日 11:45-12:00

長周期地震動に関する予報に向けた距離減衰式の比較
Investigation for earthquake early warnings of long-period ground motion

小上慶恵 1∗ ;相澤幸治 1 ;崎原裕和 1 ;浦谷純平 1 ;中村雅基 1

OGAMI, Yoshie1∗ ; AIZAWA, Koji 1 ; SAKIHARA, Hirokazu1 ; URATANI, Junpei1 ; NAKAMURA, Masaki1

1 気象庁
1JMA

高層ビルにおける地震時の人の行動の困難さの程度や、家具や什器の移動・転倒などの被害の程度は震度では適切に
表現できないことがある。そのため、気象庁では高層ビル等における地震後の防災対応等の支援を図るため、長周期地
震動による高層ビル内での被害の発生可能性等について知らせる「長周期地震動に関する観測情報（試行）」の提供を気
象庁 HPを通じて開始した (相澤・他, 2014)。現在、長周期地震動版の緊急地震速報である予測情報の発表について技術
的検討を行っている。予測情報の発表については、２～３年後程度を目途に試行的運用を開始したいと考えている (詳細
は気象庁 HP審議会・検討会等のページ参照)。
長周期地震動の予測に利用する手法は様々なものが考えられるが、その中でも任意の位置の震源で計算でき、かつ算

出の早い距離減衰式を取り上げて議論を行う。
　検討に用いた距離減衰式は、政府内での各種検討に用いられ、距離減衰式の係数や観測点増幅率の詳細なデータが

入手でき、かつ、式のタイプやサイト補正手法の異なる以下の 3つの論文で提唱されている式とする。
・佐藤・他,2012及び佐藤・他,2010
・Morikawa and Fujiwara,2013
・横田・他,2010
これらの距離減衰式について、緊急地震速報（警報）が発表され、かつ最終的に決定した気象庁マグニチュードが 5.5

以上である地震について、緊急地震速報の計算結果及び最終的に決定した震源要素で速度応答スペクトルの計算を行い、
それぞれの結果について波形から計算した絶対速度応答スペクトルと比較し検討を行った。予測観測点は気象庁震度観
測点、K-net観測点及び KiK-net観測点、予測事項は長周期地震動階級とする。
　その結果、いずれの式も傾向を表現でき、特に気象庁一元化震源を用いた場合には、実際の階級と予測階級が± 1以

内に入る確率は概ね 7～8割程度となった。しかし断層までの最短距離として、震源を中心とした推定Ｍに応じた半径の
球面上からの距離を採用しているため、震源近傍では過大評価に、震源から遠い地域では過小評価になる傾向があるこ
と、長周期地震動が増幅しやすい地域で過小評価になる傾向があること等の問題点が認められる。また、緊急地震速報
の 1報毎に計算された震源を用いた場合、計算の精度により距離減衰計算精度も左右されるため、どのタイミングの震
源を用いて予測情報を発表するかについては議論が必要である。

引用文献：相澤・他, 2014,本大会予稿集.　佐藤・他,2010,日本建築学会構造系論文集 2010年 3月号, 2010, p521-530.
佐藤・他,2010,日本地震工学会論文集第 12巻,第 4号（特集号）, 2012, p354-373. Morikawa and Fujiwara, 2013, Journal
of Disaster Research Vol.8 No.5, 2013, p878-888.横田・他,2010,日本地震工学会論文集第 11巻,第 1号, 2011, p81-101.

キーワード: 長周期地震動,気象庁,緊急地震速報,距離減衰,応答スペクトル
Keywords: long-period ground motion, JMA, EEW, attenuation relationship, response spectrum
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SSS28-08 会場:312 時間:5月 2日 12:00-12:15

長周期地震動のための緊急地震速報の高度化
Updating of Earthquake Early Warning for Long-Period Ground Motions

入倉孝次郎 1∗ ;倉橋奨 1

IRIKURA, Kojiro 1∗ ; KURAHASHI, Susumu1

1 愛知工業大学
1Aichi Institute of Technology

はじめに
　現在の気象庁による緊急地震速報は、マグニチュードM と震源距離の情報から対象サイトの地盤条件を考慮して地

震動を予測する方法をとっている。地震規模が大きくなると震源域の広がりも無視できなくなる。この方法は、破壊が
止まるまでは原理的に精度ある情報が決まらないため、長周期地震動による被害が問題になるような大規模地震に対し
ては、早期に精度ある情報を伝達するのは極めて困難である。従って、長周期地震動のための緊急地震速報の高度化に
は、M、破壊域の広がり、震源距離などを決めることなく、リアルタイムで観測された地震動情報から、大きな揺れがま
だ届いてない地域の揺れを予測する方法がこの問題を一気に解決することができる。本研究は, Hoshiba(2013）により提
案されている実時間地震動予測方法を長周期地震動の予測のための適用性を検討する。
方法
揺れがまだ到着していない地点 Pの地震動は、すでに揺れの到着した地点 rを含む表面 Sが Pを取り巻く閉空間を構

成していると考えると、Kirchhoff-Fresnel積分方程式で式 (1)のように表わせる。

この式の適用は、地震動の波長が uや Gの空間的揺らぎよりも小さい、という条件が必要とされる。さらに、地震動
の波長が、観測点および予測点の震源からの距離に比べて小さい場合、地震動は平面波で近似できるので、式 (2)のよう
な簡単な式で表わされる。

震源点 r0、観測点ｒ、および予測点 Pが一直線に並んでいると仮定できるとき、予測点 Pと観測点ｒの相互相関は、式
(3)で表わされる。

(3)の式の Tは 2点間の伝達関数を表わすが、地震動が一次元的に伝播する平面波と考えられるときは、予測点 Pと観
測点ｒ間の Green関数とほぼ同じと考えてもいい (Wapenaar et al., 2010)。ここでは、より一般的な適用可能性を検討す
るため、伝達関数で定義している。(3)の式の Sは、式 (4)のように震源時間関数の自己相関関数として定義される。

予測点 Pが強震動観測点である時は、事前に小規模の地震の強震動記録を用いて、(3)の関係から 2点間の伝達関数を
求めておくことができる。その場合、観測点 rで入射方位の検出し、伝達関数は入射方位に応じて事前評価しておく必要
がある。観測記録がない場合でも、理論的なシミュレーションから Tの推定は可能である。
大規模地震が起こったときには、震源域に近い側の観測点ｒでの観測記録と伝播方位の情報に基づき、まだ観測され

てない地点 Pの長周期地震動の予測が可能となる。超高層ビルや大規模石油タンクなどの被害に関係する長周期地震動
は、周期が 2 ? 10秒、その波長は数 kmから数十 kmと比較的短いため、長周期地震動が問題となる多くの地震で (2)や
(3)が適用可能と考えられる。(P ? r)が (r ?r0)に比べてあまり小さくない場合には、(1)に戻った計算が必要となる。

キーワード: 緊急地震速報,長周期地震動,実時間地震動予測方法
Keywords: Earthquake Early Warning, Long-Period Ground Motions, the applicability of the front detection method
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SSS28-09 会場:312 時間:5月 2日 12:15-12:30

緊急地震速報の放送開始条件の現状と課題
Current Status and Issues of the Broadcast Start Condition of Earthquake Early Warning

鷹野澄 1∗

TAKANO, Kiyoshi1∗

1 東京大学情報学環／地震研究所
1III and ERI, the University of Tokyo

緊急地震速報の伝達手段として館内放送は広く利用されているが、その放送開始条件は、それを導入した利用者が導
入業者と相談して決めている。例えば、建物内に危険物等がある場合は、予想震度 3以上で放送開始し、あまり危険物
のない建物では、予想震度 5弱以上で放送開始するなど、利用環境を考慮して利用者側が定めているのが現状である。
放送開始条件が適切に設定されているかどうかの判断基準となるものは、2011年 4月に気象庁がガイドライン（気象

庁、2011）を公表するまでは存在していなかった。このガイドラインでは、特に、不特定多数向けの館内放送に用いる
場合は、気象庁が発表する緊急地震速報の警報に整合する放送を行うことが推奨されている。
緊急地震速報の警報は、「地震波が２点以上の地震観測点で観測され、最大震度が５弱以上と予測された場合」に、「強

い揺れ（震度５弱以上）が予測される地域及び震度４が予測される地域」に対して出される（気象庁、2007）。これに整
合するように、民放テレビや携帯電話会社などでは、気象庁が警報を出した地域に緊急地震速報を放送している。
我々も当初、この気象庁の警報の条件に整合するように、館内放送の放送開始条件を設定した。それに加えて、東北地

方太平洋沖地震の時には、緊急地震速報の警報の予想震度が実際よりかなり低くなったことから、予想震度だけでなく
マグニチュードも併用した巨大地震向けの放送開始条件を設定して運用してきた。しかし、運用開始から 1年間に 3回
の放送が流れたが、いずれも実際の震度が震度２から３で、結果的に、放送は過剰放送となった (鷹野他、2013)。この
ことを受けて、緊急地震速報の放送開始条件について改めて見直した結果について報告し、より適切な放送開始条件と
それを実現するための課題について議論したい。

参考文献
気象庁 (2007)「緊急地震速報のしくみと予報・警報」、気象庁、
　 http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/EEW/kaisetsu/eewnaiyou.html
気象庁 (2011)「緊急地震速報を適切に利用するために必要な受信端末の機能及び配信能力に関するガイドライン」、気

象庁報道発表資料、平成 23年 4月 22日
鷹野澄・鶴岡弘・石黒佳彦 (2013)「緊急地震速報はどのように放送すべきか（２）－構内放送の開始条件はどうあるべ

きか－」、日本災害情報学会 15回大会、A-6-3、2013年 10月 27日

キーワード: 緊急地震速報,放送開始条件,警報条件
Keywords: Earthquake Early Warning, Broadcast Start Condition, Alarm Condition
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